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はじめに

平成 28年 4月に熊本県を中心に発災した地震災害
では，総合周産期母子医療センターである熊本市民病
院が被災し，NICUの入室患者を他施設へ避難させる
という事例を経験した．また，地域の小児救急診療を
担っていた施設や，大きな被災を免れた小児集中治療
室を有する拠点病院では，増えた受診者数への対応な
どのため，医師が不足する事態となった．
日本小児科学会（以下，当学会）は，日本小児救急
医学会とともに熊本県からの医師派遣要請を受け，日
本小児救急医学会と連携しつつ診療支援を目的とした
急性期からの小児科医の派遣調整を行った．被災後 5
日目の 4月 21日から 5月 13日までに，熊本赤十字病
院と熊本地域医療センターに 61名の小児科医が赴き，
様々な診療支援を行った．
一方で，当学会が被災県から要請を受け，発災後の
比較的早期から診療支援の調整を行ったという経験
は，かつてない．そのため，診療支援を行った多くの
医師が，どのような支援を行ったかについて検証し，
今後の診療支援体制を構築する際の改善点を抽出すべ
きでもある．
今回，日本小児科学会災害対策委員会（井田孔明委
員長）では，当学会が調整を行い，被災地で診療支援
を行った医師に対するアンケート調査を実施した．そ
の結果を報告するとともに，今後の診療支援体制に必
要な課題と対策を提案する．

対象と方法

平成 28年に発生した熊本県の地震災害において，当
学会が診療支援の調整を行い派遣された小児科医 61
名に対して行った，郵送による無記名質問紙法による
調査で，派遣医師の属性，活動内容，派遣時の身分，
支援後の活動，メンタルヘルスなどについて質問した
（図 1）．なお，本調査は当学会倫理委員会の承認を得て
実施した．

結 果

回答数 45名（有効回答率 73.7％）であった．支援医
師の男女比は男性 37名，女性 8名であった．支援医師
の年齢分布は 30歳代が最も多く，年齢の中央値は 37
歳（最高 58歳，最少 27歳）であった（図 2）．医師の
所属機関は国公立の医療機関が 34名で最大であった
（図 3）．また，大学病院が 16名，小児病院が 15名で
あった（図 4）．支援に赴いた医師の経験年数は 5年以
上 9年未満の医師が 14名で最も多かった（図 5）．小児
科専門医は 41名が保持していた（図 6）．主な専門分野
についての回答では，新生児 7名（19％）と最も多かっ
たが，腎臓（6名），神経（6名），救急集中治療（5
名）のように，特定の分野の医師が支援に赴いたわけ
ではなかった（図 7）．
災害医療への関わりについても質問を行った．

DMAT（Disaster Medical Assistance Team）や国際緊
急援助隊（Japan Disaster Relief team，以下 JDR）の隊
員登録がされているかという質問に対して，DMAT
隊員は 3名（6.7％）であり，JDR隊員はいなかった
（図 8，図 9）．かつて，災害時の医療支援を行った経験
の有無については，国内の経験を有している医師が 7
名（15.6％）いた（図 10）．また，以前に災害研修を受
講したことのある医師は 4名（8.9％）であり，全員が
DMAT研修を受講していた（図 11）．
熊本県での活動についての質問を行った．活動した
場所については，熊本赤十字病院が 27名（60％），熊
本地域医療センターが 18名（40％）であった（図 12）．
なお，支援先の決定までの日数は，平均 10.45日であ
り，最も短い医師では 1日であった（表 1）．
実際の診療支援に赴いた際の身分等について質問を
行った．診療支援の許可者は施設長（20名），部門長
（21名），その両者（3名）であり，上司の許可を得て
診療支援を行っていた（図 13）．一方で，支援中の身分
については，出張として支援を行った医師が 27名であ
るのに対し，有給休暇（7名）や休日（2名）を利用し
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図 1　

図 2　支援医師の年齢構成

図 3　支援医師の所属施設　その 1 図 4　支援医師の所属施設　その 2
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図 5　支援医師の医師年数

図 6　小児科専門医取得医師の割合

図 7　支援医師の主な専門分野

図 8　DMAT隊員登録者の割合

図 9　JDR 隊員登録者の割合
JDR：国際緊急援助隊

図 10　これまでの災害支援経験の有無

図 11　これまでの災害研修の受講歴
「あり」の 4名はDMAT研修

図 12　熊本県での支援先医療機関

表 1　災害支援先が
決定するまでの
日数

中央値 10 日
最大値 30 日
最小値 1 日
平均値 10.5 日

た医師もいた．さらに，記載なし（4名）や不明（5
名）という回答もあった（図 14）．支援を行った際の費
用負担は，日本小児科学会が 32名（71％）と最多であっ
たが，自己負担（7名）や一部自己負担（1名）となっ
た医師もいた（図 15）．
診療支援後の活動について質問を行った．支援終了
後に報告書の作成を行った医師は 11名（24％）であっ
た．院内での報告会を行った医師は 12名（27％），院

外での報告会を行った医師は 6名（13％）であった（図
16）．
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図 13　診療支援の許可者

図 14　診療支援者の所属機関としての扱い

図 15　診療支援に係る費用負担
JPS：日本小児科学会

図 16　診療支援終了後の報告などの実態

図 17　メンタルヘルスの重要性についての知識

図 18　メンタルヘルスに関する特定の症状の有無

災害時には，被災された方々はもちろんのこと，被
災地に入った支援者にも様々な心的影響が現れること
が指摘されている．今回のアンケートでは，災害時の
メンタルヘルスに関する知識について質問を行った．
災害時のメンタルヘルスに関する重要性について，知
識を有していた医師は 20名（44％）であった．しかし，
派遣中のメンタルヘルス関するセルフチェックを行っ
ていた医師はいなかった（図 17）．支援中や終了後に，
特定の症状（無力感におそわれた，とても悲しくつら

くなった，心臓がドキドキしたり震えたりした等の身
体症状があった等）が出現した医師は 1名（2％）であっ
た（図 18）．

考 察

平成 28年度の熊本県で発生した地震災害は，地域の
中核を担っていた NICUが被災したこともあり，小児
医療従事者を中心に，災害支援や災害対策への関心が
高まるきっかけとなった．また，被災地で災害時小児
周産期リエゾン機能を果たしていた医師らの調整によ
り，熊本県から日本小児科学会が診療支援要請を受け，
発災後の比較的早期から支援医師の調整を行った，は
じめての災害でもあった．そのため，今後も当学会が
災害支援を行うにあたり，今回の診療支援の把握と課
題抽出を行うことは極めて重要である．
今回のアンケート結果からは，事前の災害研修を受
講していない若手小児科医が中心となった支援とな
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り，専門分野としても救急医療や災害医療に馴染みの
ある分野の医師が担った訳ではないことが示された．
また，支援中の身分等についても，医師によって様々
な立場，費用負担の形態で被災地に入っていたことも
明らかとなった．さらに，災害支援者のメンタルヘル
スについては，重要性を知りながらも，具体的な対応
策を持たぬまま支援を行っていたことも明らかとな
り，特定の症状が出ていた医師がいたことも明らかと
なった．
これらのことから，課題と今後の取り組みについて
以下のように考察する．
1）メンタルヘルスに関する研修内容を含めた事前
準備
本調査では，熊本地震で被災地支援に入った小児科
医のほとんどが，災害医療に関する研修を受講した経
験がなかったことが明らかとなった．小児周産期医療
分野の医師は，日頃から災害医療との接点が希薄なな
かで医療を提供しており，災害医療研修を受講する機
会がある医師が少ないことは，想像に難くない．しか
し，今回の地震災害のように，今後発生する災害では
規模の大小はあるにせよ，小児周産期医療のニーズは
存在することは確かである．また，小児周産期医療に
関する被災地内のニーズを集約し関係する学会等につ
なぐ，災害時小児周産期リエゾンの活動が動き出すこ
ととなれば，被災地からの支援要請に応じて小児科医
の派遣が行われる可能性も高い．そのため，災害支援
を行うことを見越し，支援を希望する小児科医に対し
ては，事前に災害医療体制に関する知識や，被災地に
支援に入る際に留意すべき点，および活動記録等の記
載方法などの訓練を受講しておくことが必要と思われ
る．
さらに，本調査から明らかとなった点として，災害
時のメンタルヘルスへの対応が挙げられる．災害時の
メンタルヘルスについての重要性を理解している医師
が半数程度いたにも関わらず，具体的な方法（セルフ
チェック等）や特定の症状が出現した時の対処法（相
談窓口の紹介等）を習得していなかったことは，今後
の取り組みとして改善すべき点であると思われる．
以上のことから，今後の取り組みとしては，災害で
の被災地診療支援を希望する医師は，事前に用意され
た災害支援前研修（仮称）を受講しておくことが望ま
しく，その講義内容にはメンタルヘルスについての項
目が含まれる必要があると考える．
2）支援に入る医師の身分
本調査では被災地支援に入った医師の身分について
も調査を行った．その結果，27名は所属施設等からの
出張扱いでの支援であったことがわかった一方で，支
援中の身分が明確でないまま被災地に入っていた医師

が存在したことも示された．被災地に入るということ
は，二次災害による支援者自身の被災はもちろんのこ
と，前述のようなメンタルヘルスへの影響が生じる可
能性も考慮すべきである．出張による支援で被災した
り，その後の勤務が継続できなくなったりした場合の
多くは，所属施設や自治体からのサポートが受けられ
る．一方で，個人による支援の場合，何らかの保険（ボ
ランティア保険等）に入っていたとしても，その保証
は手厚いものではない可能性が高い．今回の熊本地震
への診療支援の際には，当学会が手続きを行い，日本
医師会災害医療チーム（JMAT）としての届け出を行っ
たため，万が一，死亡・後遺障害等が発生した際には
JMATの保険が適用された．
今後，診療支援を行う際には支援する医師が現地で
被災した際に，適切な補償が得られるよう，災害支援
前研修（仮称）等で啓発を行う必要があるとともに，
病院側への働きかけも行う必要がある．
3）支援終了後のサポート
被災地への支援を終えた際に何らかの報告を行った
医師は院内で 12名（27%）， 院外で 6名（13%）であり，
少なかった．また，メンタルヘルスに関して，特定の
症状が出現していた医師も 1名，存在した．
本来，支援を終えて帰ってきた医師は，派遣を許可
した所属機関，所属部門への報告を行うべきである．
少なくとも出張復命書を含む，報告義務があるはずで
ある．もっとも，書類上の報告のみではなく，不在時
に部門の運営をサポートしていた同僚や，災害支援を
行いたくてもできなかった医療関係者に対して，被災
地の現状報告や活動報告を行い，災害に対する意識の
向上等も見据えた報告会を行うことは重要であろう．
所属機関や派遣調整者に対する支援終了後の報告のあ
り方等についても，災害支援前研修（仮称）の中の講
義内容でも言及し，支援者による知識の共有や周囲の
災害リテラシーの向上に寄与できるような仕組み作り
が求められる．また，報告の機会を提供するために，
当学会学術集会や地方会を活用することも，具体的な
取り組みとして挙げられる．
支援者に対するメンタルヘルスサポートのあり方も
検討する必要がある．日本小児科学会が派遣調整を
行った結果，長期間にわたりメンタルヘルスに不調を
きたし，就業困難となるような医師がいた場合，その
サポート（給与補償等）を日本小児科学会が主体となっ
て行うことは現実的ではない．しかし，少なくとも，
支援中のメンタルヘルスに関するセルフチェックの励
行を啓発し，支援終了後のメンタルヘルスへの影響の
確認を行うなどは日本小児科学会が中心となって実施
する必要があろう．
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限 界

本アンケートは回答者の署名の入った同意書ととも
に回収をしているため，個人は特定可能である．しか
し，支援に入った医師の身分についてのさらなる照会
（なぜ費用が個人負担となったのか等）や，メンタルヘ
ルスに支障をきたした医師への確認及び，その医師を
継続的なメンタルサポートに繋ぐことは，アンケート
結果の目的外使用となるため，行わなかった．

ま と め

平成 28年に発災した熊本地震への診療支援医師へ
のアンケート調査を実施し，その結果を報告した．結
果として，災害医療に馴染みの少ない小児周産期医療
従事者が災害支援を行う際に必要な知識を得るため

の，災害支援前研修（仮称）の企画が必要と考えられ
た．また，その研修内容として，災害支援時の身分（業
務の扱いや保険等），メンタルヘルスに関する知識につ
いても内容に含まれることが望ましいと思われた．今
後も当学会が小児科医の診療支援を調整する機会が訪
れる可能性があり，小児周産期医療従事者が被災地で
災害支援を行う可能性もある．そのための準備として，
災害支援前研修制度（仮称）を整備することの検討が
必要である．
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